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職場環境がコンピュータ技術者の精神的健康度および

離職意向に及ぼす影響
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目的 国内の労働職場環境の変化によるストレスを先取りする典型的な産業・職場である情報関

連・通信産業のコンピュータ技術職を対象に，労働職場環境のマクロとミクロのストレッ

サーと，精神的健康度および離職意向との関連性を，組織の収益性と個人要因である成長欲

求度を含め明らかにし，組織の生産性と労働者のウェルビーングの両方を改善する方法の示

唆を得ることを目的とした。

方法 国内の 2 つの情報関連産業の組合連合体を通じ，調査協力の承諾が得られた53社に対し，

割当法を用い各社30人，計1,590人の組合員を対象に web 上の質問票調査を無記名形式で実

施した。有効回答率は66％（53社，1,049人），うち約 8 割を占める技術職種を分析対象とし

た。分析には，基本属性，就業特性，労働時間特性，労働職場特性，組織の収益性，個人要

因として Hackman と Oldham の成長欲求度の各項目と，労働職場環境特性の尺度を先行研

究の概念モデルを参考にマクロとミクロのストレッサーに分類し用いた。精神的健康度と離

職意向の尺度を従属変数として用い，階層的重回帰分析による関連性の検証を試みた。

成績 仕事の量・質的負荷は，精神的健康度および離職意向において重要な要因であった。ま

た，マクロレベルのストレッサーが精神的健康度及び離職意向の増大に強く影響していた。

さらに，労働職場環境特性以外に精神的健康度は成長欲求度が，離職意向は組織の収益性と

精神的健康度が，重要な要因であった。

結論 労働職場環境特性と精神的健康度及び離職意向との関連性が明らかとなり，それらの対策

が個人と組織に有益であることが示唆された。

Key words：work and organizational characteristics, information technology professionals, macro-
level stressor, psychological distress, intentions to quit

Ⅰ 緒 言

国内の労働職場環境においては，成果主義1,2)

などの人事労務管理制度や多様な雇用形態，技術

革新をはじめとする様々な変化が，労働者のスト

レスを高めると指摘される3)。中でも，情報関

連・通信産業（以下，情報関連産業）は，日本型

雇用システムを採用せず，技術革新の典型職場

で，多様な雇用形態や成果主義による評価制度を

いち早く採用する企業が多く，前述の変化を先取

りする典型的な産業・職場である4)。さらに，情

報関連産業のコンピュータ技術職は，昨今のイン

ターネットやパーソナルコンピュータの普及によ

る一般ユーザーの増加で，新たな職種が誕生し，

毎年確実な就業者数の増加が認められる4,5)。

コンピュータ技術職の職業性ストレスの先行研

究では，量および質的な仕事の負荷やコミュニ

ケーション，役割の曖昧さや葛藤など作業や仕事

の要因に加え6～14)，教育の機会，評価や報酬，管

理方式やキャリア開発の問題などの組織的要因が

ストレッサーとして指摘され6～8,13,15)，精神的健

康度7,10,12,13)との関連性が報告される。

Lo6)はコンピュータ技術職のストレスモデルに

おいて，労働職場環境に関するストレッサーと，

ストレスのアウトカムおよび緩衝効果として個人
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要因との関連を示している。さらに，労働職場環

境に関しては，組織的要因と関連するマクロレベ

ルと，個人の作業・仕事要因と関連するミクロレ

ベルのストレッサーがあると指摘する6)。マクロ

レベルのストレッサーは，指揮監督者の方式の問

題，成果給制による報酬が不公平な制度，不明瞭

な命令系統や混乱した組織構造，キャリア開発の

問題などの組織的な要因を含む。一方，ミクロレ

ベルのストレッサーは，仕事の量および質的負

荷，時間的圧迫，ユーザー間の軋轢など個人の作

業に関連した要因を含む。そしてこれらの相互作

用が潜在的に労働者の身体・行動レベルの健康や

精神的健康，離職や欠勤，コストといった組織へ

の影響があると示している6)。とくに個人では改

善し難いマクロレベルのストレッサーは，他の先

行研究でもその重要性と介入の必要性が指摘さ

れる7,16)。

また，コンピュータ技術職は国内外において高

い離職率で知られる4,17～20)。高い離職率は，人的

資源の喪失による競争力の低下など組織の生産性

や業績の悪化に影響する19,21～24)。とくに専門性

の高い情報関連産業の技術職の離職は，組織上の

重要な問題と指摘される17～19,21,22)。加えて，離

職率と関連性の強い離職意向に関するコンピュー

タ技術職の先行研究では17,19,21～24)，キャリア開

発や将来性，役割の曖昧さや役割葛藤17,21,22)，上

司のサポートとの関連性も報告され18,25)，離職意

向においてもミクロおよびマクロレベルのストレ

ッサーが重要と考えられる。

一方，離職などの労働者の組織における意識や

行動の検証には，組織の利益性などの指標を客観

的データとして含める必要性も指摘される16)。さ

らに，コンピュータ技術職の離職意向に関する先

行研究では，職務の自己開発への価値観を反映し

た 成 長 欲 求 度26～28) と の 関 連 性 も 報 告 さ

れ17,20,29,30)，それらの個人要因を考慮する必要性

もある。

しかし，国内のコンピュータ技術職の先行研究

は，ソフトウェア技術者を対象としたものが主

で8,9,10,12)，多くは仕事のストレッサーと主観的健

康度との関連性を明らかにしたものであり10,12)，

離職意向との関連を検証した研究は国外のものが

中心である17～19,21,22,29,30)。加えて，組織の収益性

及び個人要因を含め関連性を明らかにしたものは

皆無である。

以上より，本調査研究はソフトウェア技術者の

みならず，インターネットやパーソナルコンピ

ュータの一般ユーザーの増加で誕生した新たな職

種も含めたコンピュータ技術職を対象に，労働職

場環境のマクロとミクロレベルのストレッサーと

精神的健康度及び離職意向との関連性を，組織の

収益性および個人要因として成長欲求度を含め明

らかにすることで，さらなる発展が期待される情

報関連産業の組織の生産性と労働者のウェルビー

ングの両方を改善する方法の示唆を得ることを目

的に実施した。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 調査対象と方法

本研究において，調査対象であるコンピュータ

技術職の職種に関し，先行研究15)を参考にソフト

ウェア技術者のみならず，急速に増加するイン

ターネットなどの「ネットワークサービス」の関

連業務に従事する技術者も含め，総称してコンピ

ュータ技術職と定義した。

より多くの調査者の協力が得やすいこと，事業

所単位の組織情報の収集を容易にすることから，

2 つの情報関連産業の労働組合連合体の加入企業

を対象企業とした。調査協力の承諾が得られた企

業は53社であった。両組合連合体はともに組織員

数の増加が認められ，会員組合の規模は50人以下

の小規模から1000人以上の大規模の事業所まで多

様で，合わせて約90万人の組合員をもつ31)。全産

業における労働組合推定組織率が年々減少する

中，これらの労働組合は毎年組合員数が増加し，

その組織率も21.5％と全産業の平均の19.6％を上

回る31)。両組合連合体の男女比は，8 対 2，平均

年齢は男女いずれも30歳代，5 割以上が大学卒以

上の学歴，8 割が技術職，9 割が正社員であった。

調査協力の承諾が得られた計53社各30人，計

1,590人の労働者を対象にインターネットによる

質問票調査を行った。対象事業所の規模が多様で

あることから割当法を用い，各組合担当者が標識

を参考に調査対象者を選出した。標識には両組合

連合体の組合員の2000年度の性別と年齢構成

（男：女＝8：2，20代：30代：40代以上＝3.5：

5：1.5）を参考にした。

2003年 5 月から 6 月末までの間，両労働組合連
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合体から各社組合の担当者経由で，本調査の目

的，内容，使用範囲，倫理的配慮および責任者で

ある調査者名を記載した調査協力の依頼文書を各

労働組合連合体からの案内文書とともに電子メー

ルもしくは文書で計1,590人の対象者へ送付し

た。内容を確認した後，対象者が指定されたパス

ワードおよび調査の同意の有無を入力後，一人一

回の無記名形式でホームページ上の CGI 形式の

質問票調査（125問，所要時間：20～30分）に回

答した。データ入力後，即座に分析し結果を表示

するホームページ上のプログラムにより，回答者

には個人結果と健康管理の資料を画面表示するこ

とで結果を返却した。各データは CSV 形式で送

信日時と共に調査者のパスワードで管理したデー

タファイルに転送，蓄積された。なお，回収率を

上げるため，6 月中旬に各組合経由で再度協力の

依頼を行った。回答に不備があった61人を除き，

有効回答率は66％（53社，1,049人）であった。

さらに事務または管理業務専任の者を除いた約 8

割を占めるコンピュータ技術職の計871人（男性

718人，女性153人），すなわち当初の対象者の

55％を分析対象とした。平均年齢は男性32.5歳

（±5.5），女性29.6歳（±4.9）で，両労働組合連

合体の性別，年齢構成とほぼ一致した結果であ

った。

2. 調査項目

1) 労働職場環境特性

労働職場環境特性の個人の作業・仕事要因のみ

ならず組織特性のストレッサーの測定を目的に開

発され，信頼性と妥当性が確認されている既存の

尺度である Perceived work and organizational

characteristics (PWOC)32)を用いた。PWOC のス

トレッサーの有無を問う29項目の各質問に対し，

「あてはまらない」と回答したものに 0 の得点を

与えた。ストレスの認知的評価（一次評価）に加

え，個人の評価・受け取り方（二次的評価）のプ

ロセスが，ストレス反応に影響するという Laza-

rus らの理論33)を参考にし，「あてはまる」と回

答した中では負担感の程度を 3 カテゴリーに，順

に 0 から 2 の得点を与えた。独立変数として用い

るにあたり，回答が個人のパーソナリティなどに

よる気分・情動で過大に評価される影響34)を考慮

し，重みづけを行った。すなわち，各質問に対し

「あてはまる」と回答したものに負担感の各平均

点を充て，その合計得点で PWOC の各変数を表

した。Cronbach a 係数は，0.66～0.86であった。

7 つの下位尺度は，コンピュータ技術職に関する

先行研究の概念モデルに基づき6)，「同僚のサポー

トの低さ」，「作業環境の低い快適性」，「仕事の量・

質的負荷」の 3 つの尺度をミクロレベルの，「上

司のサポートのまずさ」，「評価制度の未熟性」，

「管理方式の未整備」，「キャリア・見通しの曖昧

さ」の 4 つの尺度をマクロレベルのストレッサー

として位置づけた。

2) 組織の収益性

収益性に関わる変数として組織の収入実績，利

益実績，新卒採用者数の 3 項目に関し，対象者が

所属する会社の調査前年度に対する調査年度の実

績を調査の翌年に得て用いた。各収益性に関する

項目は，「前年度とほぼ同レベル」あるいは「前

年度よりも増加した」場合を 0，「前年度に対し

減少した」場合を 1 の二値データとした。

3) 成長欲求度

Hackman と Oldham（1975）によって開発さ

れ，内部一貫性と信頼性が確認されているJob

Diagnostic Survey（JDS）の成長欲求度の尺度，

Growth need strength (GNS）の 6 項目版を26,27)，

日本語に翻訳，逆翻訳の確認作業を行い用いた。

JDS は職務特性を 5 つの次元で表し，それらの

改善が労働者の職務満足やパフォーマンス，欠勤

の改善につながるとする。さらにモデレータとし

て，個人の成長欲求度の影響を考慮し，含めた評

価尺度である17,26～28)。JDS は800以上の職種の

6000人以上の労働者を対象に使用され，コンピ

ュータ技術者に関しても高い信頼性が確認されて

いる27)。現在の仕事における自己開発や成長，創

造性や達成感などに対する欲求・期待度について，

7 件法でたずね，単純加算し，得点が高いほど成

長欲求度が高いことを示す。Cronbach a 係数は

0.85であった。

4) アウトカム変数

職業性ストレスとの関連性が報告される精神的

健康度と7,10,12,13)，個人のウェルビーングや組織

の生産性への影響が指摘される離職率19)と関連の

強い離職意向をアウトカム変数として採用し

た23,24)。

１ 精神的健康度

Goldberg によって開発された，一般人を対象
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とした非器質性・非精神病性精神障害のスクリー

ニングのための自記式の一般健康調査（General

Health Questionnaire：GHQ）の12項目版（以下，

GHQ–12）を使用した35,36)。GHQ は国内でも信

頼性，妥当性が検証され，GHQ–12の妥当性も他

の版と比べ遜色ないことに加え，職業性ストレス

研究でも多く使用されている37)。各質問項目の 4

段階評価をそれぞれ 0–1–2–3 の Likert scoring で

単純加算した。合計得点が高いほど精神的健康度

が低いことを示す。Cronbach a 係数は0.78であ

った。

２ 離職意向

離職意向を測る尺度として一元性，信頼性が確

認されているオリジナルの 6 項目から構成される

尺度32)を用いた。組織の生産性に影響を及ぼす離

職19)と関連性の高い離職意向は23,24)，キャリア開

発の機会や役割の曖昧さ，役割葛藤，上司のサ

ポートとの関連が報告されている18,22～25)。「条件

さえあえば今すぐにでも会社を変わろうと思っ

た」等の現職からの転職または離職の意向につい

て 4 件法でたずね，単純加算し，得点が高いほど

離職意向が高いことを示す。Cronbach a 係数は

0.91であった。

3. 解析方法

各独立変数について，連続変数については

Pearson の相関係数，2 値変数については t 検定，

3 値以上のカテゴリ変数については一元配置分散

分析による予備分析を行った。つぎに，PWOC

の下位尺度，成長欲求度およびアウトカム変数の

関連性について，Pearson の相関係数を用い検討

した。つづいて，2 つのアウトカムに関連する要

因を明らかにするため，基本属性，就業特性，労

働時間特性，労働職場特性を調整変数とし，加え

て個人要因として成長欲求度を独立変数として先

に投入した。（Model 1）つぎに精神的健康度は，

PWOC のミクロレベルのストレッサーの 3 変数

を投入し（Model 2），最後にマクロレベルのス

トレッサーの 4 変数を強制投入する（Model 3）

階層的重回帰分析を試みた。一方，離職意向は精

神的健康の影響も含めた関連性の検証を試みるた

めに，精神的健康度を独立変数として投入し

（Model 2），続いてミクロレベルのストレッサー

の 3 変数（Model 3），最後にマクロレベルのス

トレッサーの 4 変数を強制投入する（Model 4）

階層的重回帰分析を試みた。

最終分析には収益性の変数が入手不可能であっ

た201人を除く，欠損のない670人のデータを用い

た。また，年齢と相関が高く共線性の問題を生じ

させる就業年数および経験年数の両変数は，分析

から除外した。統計パッケージは SPSS11.0J を

用いた。

Ⅲ 研 究 結 果

1. 分析対象者の基本属性および特性

分析対象者の属性および特性を表 1 に示した。

分析対象者のうち，雇用形態は正社員が約 9 割，

大学卒以上が約 7 割，就職回数は現在の会社が 1

つ目の者が約 9 割を占めた。前年よりも収入およ

び利益が減少した会社の者が，各々約 5 割と 4 割

であった。表には示していないが，複数回答の職

種に関し，システム（ソフトウェア）設計者が最

も多く約 6 割で，インターネット・プロバイダー

や携帯電話関連のシステム設計および関連職種は

合わせて約 3 割であった。また，システム（ソフ

トウェア）設計者の約 3 割，管理・経営職は全員

が他の職種を兼任していた。

2. 労働職場環境特性（PWOC）および成長

欲求度

表 2 に PWOC の下位尺度，成長欲求度及び各

従属変数の記述統計，a 信頼係数および Pearson

の相関係数を示した。マクロレベルの「管理方式

の未整備」の尺度は，ミクロレベルの「作業環境

の低い快適性」および「仕事の量・質的負荷」と

それぞれ r＝.43，r＝.56 と中程度の相関が認めら

れた。成長欲求度の平均点は22.71点（±7.58）

で，マクロレベルの 4 つの変数全てと弱い正の相

関が認められた（r＝.12～.13）。

3. 精神的健康度および離職意向に対する階層

的重回帰分析の結果

表 3 に精神的健康度の，表 4 に離職意向の階層

的重回帰分析の結果を示した。精神的健康度をあ

らわす変数である GHQ–12スコア（Model 1）は，

未婚，労働時間が長い場合ほど，有意に高い，す

なわち精神的健康度が低い傾向であった。

PWOC のミクロレベルの各変数を投入すると

（Model 1→Model 2），「同僚のサポートの低さ」，

「仕事の量・質的負荷」との有意な関連が認めら

れた一方，労働時間との有意な関連は消失した。
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表１ 分析対象者の属性及び特性1)（N＝871)

変 数 N ％

性別

男性 718 83％
女性 148 17％

年齢

20–29才 300 35％
30–39才 482 55％
40才以上 85 10％

婚姻

未婚 456 53％
既婚 413 47％

学歴

中学卒 0 0％
高校卒 92 10％
短大/専門学校卒 176 19％
大学卒 502 59％
大学院卒 101 12％

現病歴

あり 105 12％
なし 766 88％

雇用形態

正社員 812 93％
非正社員 59 7％

職種

ソフトウェア技術職 542 62％
非ソフトウェア技術職 329 38％

事業所規模

200人以下 281 32％
201人～1000人 318 37％
1001人以上 271 31％

就職回数

1 つめ 780 90％
2–3 つめ 83 9％
4 つめ以上 8 1％

労働時間

7 時間以下/日 15 2％
8 時間/日 185 21％
9 時間/日 289 33％
10時間/日 238 27％
11時間以上/日 142 16％

頻度2) (1)徹夜勤務 (2)休日出勤

1. なし 557 64％ 360 41％
2. 1, 2 日/月 217 25％ 363 42％
3. 3, 4 日/月 38 4％ 101 12％
4. 5 日/月以上 54 6％ 44 5％

経験および就業年数 (1)経験年数 (2)就業年数

平均値 6.2 9.4
標準偏差 4.9 5.7

収益率 (1)売上実績 (2)収益実績 (3)新卒採用実績

前年実績比が減少 349 275 284
前年実績比が横ば
いまたは増加 345 419 410

注 1）各項目とも割合（％）は無回答を除いて算出した。

注 2）(1）徹夜勤務の頻度，(2）休日出勤の頻度を示す。
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表３ 精神的健康度に関連する要因（N＝670)

独立変数 カテゴリースコア

GHQ–12

標準偏回帰係数

Model 1 Model 2 Model 3

基本属性

性別 (0：男性，1：女性) 0.0803 0.0615 0.0653
年齢 0.0117 －0.0288 －0.0128
婚姻 (0：既婚，1：未婚) 0.1146** 0.1003* 0.0915*
学歴 (参照カテゴリー＝大学・大学院

（0＝該当しない，1：該当する))
－0.0134 0.0034 －0.0073

現病歴 (0：なし，1：あり) 0.0561 0.0306 0.0275
就業特性

雇用形態 (0：正社員，1：正社員以外) 0.0225 0.0354 0.0453
ソフトウェア技術職 (0：該当しない，1：該当する) 0.0386 0.0106 0.0094
作業場所 (0：自社内，1：自社外) 0.0308 0.0195 －0.0039
就職回数 (1：1 つめ～5：5 つ目以上) 0.0353 0.0498 0.0542

労働時間特性

労働時間 (1：7 h/day, 2：8 h/day, 3：9 h/day, 4：
10 h/day, 5：11 h 以上/day)

0.1034* 0.0019 －0.0058

徹夜頻度 (1：なし，2：1，2 day/M, 3：3, 4 day/
M, 4：5 day 以上/M)

0.0184 －0.0391 －0.0342

休日出勤 (1：なし，2：1，2 day/M, 3：3, 4 day/
M, 4：5 day 以上/M)

0.0744 0.0476 0.0558

労働職場特性

事業所規模

小規模 (参照カテゴリー＝小規模事業所
（0＝該当しない，1：該当する))

0.0477 0.0148 0.0047

中規模 (参照カテゴリー＝中規模事業所
（0＝該当しない，1：該当する))

0.0890 0.0279 0.0326

収益性

収入実績 (参照カテゴリー＝前年比
（0＝横ばいもしくは増加，1：減少))

－0.0499 －0.0812 －0.0895

収益実績 (参照カテゴリー＝前年比
（0＝横ばいもしくは増加，1：減少))

－0.0163 0.0024 0.0154

新卒採用実績 (参照カテゴリー＝前年比
（0＝横ばいもしくは増加，1：減少))

0.0247 0.0222 0.0153

成長欲求度 (高点数ほどその性質が強い) －0.0685 －0.1072** －0.1172**
労働職場環境特性

ミクロレベルのストレッサー

同僚のサポートの低さ (高点数ほどその性質が強い) 0.1573*** 0.1006*
作業環境の低い快適性 (高点数ほどその性質が強い) 0.0389 －0.0026
仕事の量・質的負荷 (高点数ほどその性質が強い) 0.3344*** 0.2564***

マクロレベルのストレッサー

上司のサポートのまずさ (高点数ほどその性質が強い) 0.0596
評価制度の未熟性 (高点数ほどその性質が強い) －0.1446***
管理方式の未整備 (高点数ほどその性質が強い) 0.1375**
キャリア・見通しの曖昧さ (高点数ほどその性質が強い) 0.1716***

Adjusted R2 0.036 0.181 0.226

* P＜.05. ** P＜.01. *** P＜.001.
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表４ 離職意向に関連する要因（N＝670)

独立変数 カテゴリースコア

離職意向

標準偏回帰係数

Model 1 Model 2 Model 3 Model 4

基本属性

性別 (0：男性，1：女性) 0.1111** 0.0751* 0.0719* 0.0778*
年齢 －0.0482 －0.0533 －0.0759 －0.0894*
婚姻 (0：既婚，1：未婚) 0.0642 0.0144 0.0086 0.0135
学歴 (参照カテゴリー＝大学・大学院

（0＝該当しない，1：該当する))
0.0416 0.0456 0.0611 0.0598

現病歴 (0：なし，1：あり) 0.0915* 0.0681 0.0557 0.0463
就業特性

雇用形態 (0：正社員，1：正社員以外) 0.0198 0.0103 0.0255 0.0273
ソフトウェア技術職 (0：該当しない，1：該当する) －0.0154 －0.0316 －0.0468 －0.0490
作業場所 (0：自社内，1：自社外) 0.0305 0.0167 0.0169 0.0015
就職回数 (1：1 つめ～5：5 つ目以上) 0.0542 0.0387 0.0478* 0.0618*

労働時間特性

労働時間 (1：7 h/day, 2：8 h/day, 3：9 h/day,
4：10 h/day, 5：11 h 以上/day)

0.0659 0.0221 －0.0452 －0.0513

徹夜頻度 (1：なし，2：1，2 day/M, 3：3, 4 day/
M, 4：5 day 以上/M)

0.1195** 0.1109** 0.0740 0.0764

休日出勤 (1：なし，2：1，2 day/M, 3：3, 4 day/
M, 4：5 day 以上/M)

－0.0129 －0.0451 －0.0605 －0.0472

労働職場特性

事業所規模

小規模 (参照カテゴリー＝小規模事業所
（0＝該当しない，1：該当する))

0.0225 0.0112 0.0196 0.0009

中規模 (参照カテゴリー＝中規模事業所
（0＝該当しない，1：該当する))

0.1011* 0.0693 0.0349 0.0310

収益性

収入実績 (参照カテゴリー＝前年比
（0＝横ばいもしくは増加，1：減少))

0.1160* 0.1337** 0.1001* 0.0948*

収益実績 (参照カテゴリー＝前年比
（0＝横ばいもしくは増加，1：減少))

－0.1575** －0.1486** －0.1368** －0.1232**

新卒採用実績 (参照カテゴリー＝前年比
（0＝横ばいもしくは増加，1：減少))

0.0544 0.0430 0.0416 0.0357

成長欲求度 (高点数ほどその性質が強い) 0.0135 0.0434 0.0100 －0.0218
精神的健康度（GHQ–12) (高点数ほど精神的健康度が低い) 0.4362*** 0.3314*** 0.3142***
労働職場環境特性

ミクロレベルのストレッサー

同僚のサポートの低さ (高点数ほどその性質が強い) 0.0432 －0.0113
作業環境の低い快適性 (高点数ほどその性質が強い) 0.0775* 0.0251
仕事の量・質的負荷 (高点数ほどその性質が強い) 0.2535*** 0.1813***

マクロレベルのストレッサー

上司のサポートのまずさ (高点数ほどその性質が強い) 0.0843*
評価制度の未熟性 (高点数ほどその性質が強い) 0.1361***
管理方式の未整備 (高点数ほどその性質が強い) 0.0520
キャリア・見通しの曖昧さ (高点数ほどその性質が強い) 0.0694

Adjusted R2 0.053 0.235 0.296 0.336

* P＜.05. ** P＜.01. *** P＜.001.
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また，成長欲求度と負の有意な関連が認められ

た。さらにマクロレベルの各変数を投入すると

（Model 2→Model 3），「上司のサポートのまずさ」

以外の全てのマクロレベルの変数との有意な関連

が認められた。一方，「同僚のサポートの低さ」，

「仕事の量・質的負荷」の関連性は弱められた。

離職意向スコア（Model 1）は，女性，現病歴

あり，徹夜頻度が多い場合，中規模事業所の者，

収入実績が減少した組織の者ほど，収益実績が横

ばいもしくは増加した組織の者ほど，有意に高
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い，すなわち離職意向が高い傾向であった。精神

的健康度の変数を投入すると（Model 1→Model

2），精神的健康度と新たに有意な関連性が認めら

れた一方，現病歴および事業所規模との関連性は

消失した。さらに，ミクロレベルの各変数を投入

すると（Model 2→Model 3），「作業環境の低い

快適性」，「仕事の量・質的負荷」の 2 つの変数と

の有意な関連に加え，新たに就職回数との有意な

関連も認められた。一方，徹夜頻度との関連性は

消失した。マクロレベルの各変数を投入すると

（Model 3→Model 4），「上司のサポートのまず

さ」，「評価制度の未熟性」の 2 つの変数と，また

新たに年齢との有意な関連が認められた。一方，

「仕事の量・質的負荷」との関連性は弱められ，

「作業環境の低い快適性」との有意な関連は消失

した。

Ⅳ 考 察

1. 個人の成長欲求度

高次の成長欲求度をもつ者は，質の高い仕事を

精神的に好ましい経験とみなし望ましい反応を示

す一方27)，複雑な仕事はそうでない者にとり苦痛

となる28)と指摘される。今回，マクロレベルの変

数全てと成長欲求度との弱い正の相関の結果か

ら，組織特性と成長欲求度の関連性が明らかとな

った。さらに，成長欲求度が低い者ほど，労働職

場環境特性のマクロ及びミクロレベルのストレッ

サーが高まると精神的健康度が悪化していた。こ

のことは労働職場環境のストレス状況下におい

て，成長欲求度の低い者の自己開発への抵抗感が

さらに高まり，結果として精神的健康度を悪化さ

せる可能性が示唆された。

仕事の特性と組織の成果との因果関係におい

て，成長欲求度をはじめ個人差要因が重要視され

る背景に，個人はその個性に応じ仕事に動機付け

られ満足や福利を得るとされる28)。さらに，技術

や知識の獲得による自己開発は，仕事の効率性を

高め生産性を上げ組織の貢献につながる26,27)。ゆ

えに，個人の個性を考慮した適正配置や能力開発

を可能にする人事労務管理が組織に求められる。

具体的には，職務を規定する情報の分析である職

務分析により，職務遂行に必要な基準を明確に

し，それに基づいた配置や人事評価，職務設計の

実施といった対策が組織の課題としてあげられよ

う40)。とくに高い離職率が問題とされるコンピ

ュータ技術職において17～19,21,22)，それらの対策

の必要性が高いと考える。

一方，成長欲求度は離職意向との関連17)をはじ

め，仕事の特性と心理的反応との関連におけるモ

デレータと指摘される27,28)。今回の結果では，離

職意向との有意な関連性は認められなかったが，

年功序列や終身雇用制など日本の独自の文化や企

業風土の影響も考えられる。また，成長欲求度に

関し，いずれの先行研究も国外のものであるこ

と17,20,26,27,29,30)，調整効果に関する知見が一致し

ないことからも17,27)，今後さらなる検証が必要で

ある。とくに離職意向との関連性については，文

化的背景や企業風土，さらには多様化する職業意

識を考慮し，労働職場環境特性に加え組織コミッ

トメントを含め40)，検証した知見の蓄積が必要で

あろう。

2. コンピュータ技術職の精神的健康度

ソフトウェア技術者のみならず新たな職種も含

めたコンピュータ技術職において，仕事の量・質

的負荷が精神的健康度の最も強い予測因子であっ

た結果は，先行研究の知見9,10,12,13)を支持した。

加えて，マクロレベルの各変数との関連性の結果

は，質及び量的な過重労働の背景に，情報関連産

業の歴史の浅さや技術革新に由来する未熟な組織

特性の問題が8,9)，健康管理にも悪影響を及ぼす

ことを明らかにした。組織における個人の労働

は，作業工程という組織の枠組みの過程で営まれ

るため，個人が組織要因へ介入することは困難で

かつ時間を要する。よって，過重労働をはじめ行

政の指針38)に基づく取り組みから，中長期的視点

でかつ段階的な対策が組織において望まれる。

また，精神的健康度は成長欲求度が低いあるい

は評価制度が適正とする群でその兆候が強かった

結果は，コンピュータ技術職の精神的健康度に関

し，とくに自己のモチベーションに関わる事柄が

より強く影響することを示唆し，介入においてそ

れらの理解も必要と考える。

3. コンピュータ技術職の離職意向について

Levering（1985）は，働く上で好ましい職場は

収益性が高く，労働者のストレスの認知にも肯定

的に影響すると述べている39)。今回，収入実績の

減少との関連性が認められたものの，利益実績が

横ばいもしくは増加している組織の者において離
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職意向とより関連性が強かった結果は，先行研究

からの予測に反するものであった。

高い離職意向は，職務不満足をはじめ職場や仕

事への否定的な認識との関連性が指摘され

る22～24)。一方，労働市場が景気の影響で拡大し

ている時期は，労働者側に有利な状況から転職の

好機となり得るため職を変える傾向にある16)。こ

のことから今回，自社の利益の増加がコンピュー

タ技術職の労働市場における自己の価値を高め，

自己に有利な状況であるとの認識につながり，離

職意向を促進する要因となったと考えられる。

さらに仕事の量や質的負荷が最も関連性が強か

った結果は，それらの改善がコンピュータ技術職

の健康度のみならず10～13,15)，離職意向の改善に

もつながることを示唆した。一方で，マクロレベ

ルのストレッサーの中で最も強い関連性が認めら

れた評価制度に関しては，国内におけるコンピ

ュータ関連産業の評価制度の問題を示唆した。

伝統的に日本の労働職場においては年功序列を

核とした経営であった41,42)。しかし90年代以降，

グローバルな経営競争を背景に企業の競争力や従

業員の動機づけの強化をねらい，急速に成果主義

が普及しつつある41,42)。一方，成果主義制の導入

は年功序列制に比べ，従業員間の競争の激化，不

安感の増強など精神的健康に及ぼす問題が指摘さ

れ41)，課題はなお多く残る40～42)。とくに情報関

連産業のコンピュータ技術職については，適正な

能力評価は職務不満足や離職の改善はモラール向

上，さらには生産性の面からも重要とされ

る17～19,21,22,40)。今回の結果から，今後の課題とし

て，職能用件や処遇などの公正性に関しより客観

性と納得性の高い評価基準をもつ組織制度40～42)

の見直しと改善があげられよう。

一方，離職率は産業や国，地域によっても多様

であり，文化のみならず経済状況の影響16)も指摘

される。今後，コンピュータ技術者の離職意向に

関し，労働職場環境特性や成長欲求度に加え，国

の文化や経済状況も含めたさらなる検証と知見の

蓄積が望まれる。

4. 本研究の限界と今後の課題

本研究の限界として，今回国内ではじめて使用

した成長欲求度の尺度とともに，労働職場環境特

性の尺度である PWOC および離職意向の尺度に

関し，今後さらに信頼性と妥当性を検討する必要

性があげられる。また，PWOC および各従属変

数はいずれも回答者の主観によること，本研究は

横断的であり因果関係を明確にできないことも限

界として考えられる。加えて，対象者の 9 割が正

社員で，7 割以上が大学卒という実態は今回の結

果が両労働組合連合体の特徴を強く反映している

ことも考えられる。さらに，回収率が66％とそれ

ほど高くない点から，調査協力者の特性が今回の

結果に反映されていることも考慮すべきである。

今後は，コンピュータ技術職を対象に複数の企業

における大規模な全数調査や，組織の生産性との

関連が指摘される疾病休業率などの客観的指標を

用いた実証研究や介入研究，縦断研究，さらには

同じ指標を用いた同職種のみならず他業種での比

較・検討による知見の蓄積が望まれる。

一方で，本研究は情報関連産業のソフトウェア

技術者以外の職種も含めた53社のコンピュータ技

術者を対象に大規模な調査を行った点や，組織の

収益性に関し客観的データを用いた点，精神的健

康度に加え離職意向を成長欲求度も含め検証した

点で，国内では初めての試みである。また高い説

明力を有した結果や，標識とした母集団の両組合

連合体の組合員の性・年齢構成が今回の対象者の

分布とほぼ一致していることから，いくつかの限

界はあるものの，本研究の試みは情報関連産業の

コンピュータ技術職において意義深く，得られた

知見は有益であったと考える。

Ⅴ 結 語

情報関連産業の新たに誕生した職種も含めたコ

ンピュータ技術職において，マクロレベルのスト

レッサーを含めた労働職場環境特性と，精神的健

康度および離職意向との関連性を個人要因の成長

欲求度および組織の収益性を含め，検証すること

を目的に横断的調査を実施した。仕事の量・質的

負荷は精神的健康度のみならず，離職意向におい

ても重要な要因で，さらにマクロレベルのストレ

ッサーとの関連性も明らかとなった。背景に情報

関連産業の組織の特性の影響が考えられた。ま

た，離職意向は組織の収益性と精神的健康度が，

精神的健康度は成長欲求度が重要な要因であっ

た。コンピュータ技術職の精神的健康度と離職意

向の改善の点からも，情報関連産業における労働

職場環境特性のストレス対策が，個人と組織の双
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方において有益であることが示唆された。

本研究は，財大川情報通信基金の2002年度研究助成

を受け，実施した。本研究にご協力を承りました両労

働組合連合体の関係者ならびに組合員の皆様に心より

感謝いたします。

（
受付 2005. 4.12
採用 2005.12.27）
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THE EFFECT OF PERCEIVED WORK AND ORGANIZATIONAL
CHRACTERISTICS ON PSYCHOLOGICAL DISTRESS AND
INTENTION TO QUIT OF INFORMATION TECHNOLOGY

PROFESSIONALS

Maki TOMINAGA* and Takashi ASAKURA2*

Key words：work and organizational characteristics, information technology professionals, macro-level
stressor, psychological distress, intention to quit

Purpose The information technology (IT) and service industry in Japan is known to have many work-
related stressors, and requires more eŠective stress reduction to control an elevated turnover rate
and adverse health eŠects. However, little research has been performed using either individual or
organizational outcomes (e.g., psychological distress and intention to quit) to determine micro
and macro-level stressors on information technology (IT) professionals. This study aimed to exa-
mine the eŠect of perceived work and organizational characteristics (PWOC) as micro and mac-
ro-level stressors on psychological distress and intention to quit, controlling for proˆtability of the
organization and individual characteristics on IT professionals in Japan.

Methods We conducted a web-based questionnaire at ˆfty-three Japanese IT-related companies. From
May to June of 2003, ten to thirty people from each company, who were chosen according to quo-
ta method indicators through the labor unions, voluntarily participated in this study. Participants
accessed our webpage, which was designed with a self-administrated questionnaire and was acces-
sible by password. The data they entered were sent to our database automatically. The question-
naire consisted of items concerning socio-demographic status; o‹ce size; employment charac-
teristics; work hour characteristics; proˆtability of the organization; a novel 29-item scale
(PWOC); as well as individual characteristics. The response rate was 66％ (n＝1049). For the
purpose of this study, we analyzed data on an IT engineers' group separately (n＝871).

Results Hierarchical multiple regression analysis showed that each model explained 23％ and 26％ of
the variance in psychological distress and intention to quit, respectively. PWOC sub-scales,
which are related to macro-level stressors (e.g., undeveloped management systems and career
and future ambiguity), aŠect not only psychological distress but also intention to quit. Objective
data of macro-level stressors such as increased proˆtability determine intention to quit, indepen-
dently controlling for their PWOC. Also, growth need strength was an important personal
characteristic for psychological distress. The results allow us to speculate on macro as well as
micro-level stressors for ways that organizations might reduce IT professionals' stress and in-
crease their productivity.

Conclusions This study suggests that macro-level stressors are important factors for psychological dis-
tress and intention to quit for IT professionals, as well as micro-level stressors. Since occupational
stress is costly in terms of organizational outcomes, further research on occupational stress meas-
uring individual and organizational outcomes both within and beyond the Japanese IT industry
should prove useful.

* Hirosaki University, School of Health Sciences
2* Tokyo Gakugei University, Laboratory of Health Sciences


